
＜新旧対照表＞「みなとパソコンサービス等利用規定」 

2027 年 1 月改定 

項目 現 行 改 定 後 変更内容・補足説明等 

第１章 総則 

第１節 サービスの内容・取扱い等 

第２条【本サービスの機能】 

資金管理サービス 

依頼明細の種類 

① 総合振込 

② 給与（賞与）振込 

③ 住民税（地方税）納付 

④ 預金口座振替請求および預金口座振替結果明細 

依頼明細の種類 

① 総合振込 

② 給与（賞与）振込 

③ 住民税（地方税）納付 

④ 預金口座振替請求および預金口座振替結果明細 

⑤ その他当社が取り扱いを認めた依頼 

項目を追加 

第１章 総則 

第１節 サービスの内容・取扱い等 

第４条【本サービスの解約】 

1. 当事者の都合による解約 

本サービスは、契約者または当社（契約者と当社を合わせて以下「当事者」といいます）の一方の都合でいつでも解約できます。ただし当社に対

する解約の通知は当社所定の書面（以下「解約届」といいます）によることとします。 

本サービスは、契約者または当社（契約者と当社を合わせて以下「当事者」といいます）の一方の都合でいつでも解約できます。ただし当社に対

する解約の通知は当社所定の書面（以下「解約届」といいます）によることとします。 

また、契約者は処理が完了していない取引の依頼データの取消または必要な明細・結果データの取得を行ったうえで本サービスを解約するものと

し、当社はその時までに処理が完了していない取引の依頼データの処理または未取得の明細・結果データの提供をする義務を負いません。 

解約時の取扱いを明確化 

 

未取得データの取扱いに関する規定を追加 

第２章 資金管理サービス 

第１節 共通事項 

第 26 条【伝送意思確認】 

(2) 本条第１項に基づく意思確認の完了後は、契約者は伝送した依頼明細の内容変更または取消（一部取消を含む）ができません。 (2) 契約者は伝送意思確認の不要化を選択することができます。不要とする場合は、別途当社が指定する書式の提出が必要となります。 

(3) 本条第１項に基づく意思確認の完了後は、契約者は伝送した依頼明細の内容変更または取消（一部取消を含む）ができません。 

伝送意思確認の不要化に関する規定を追加 

項番を修正 

第２章 資金管理サービス 

第１節 共通事項 

第 30 条【受託業務の処理中止】 

第 30 条【受託業務の処理中止】 

第４条または第５条の定めにより本サービスの取扱いを一時中止または解約した場合、その時点で当社が受付済みの依頼明細については、当社は

これを処理しません。 

削除 受託業務の処理中止に関する条項を削除 

第２章 資金管理サービス 

第２節以降 

第 31 条【受託業務の内容、適用する規定】以降 第 30 条【受託業務の内容、適用する規定】以降 第 30 条削除に伴い条番号を修正 

 


